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(57)【要約】
　洗浄可能部分２０を含む電気機器１であって、該洗浄
可能部分は、封止された電気回路区画３４を定義する壁
部２２、３２、３０と、該区画のなかに配置された電気
回路３８、４０と、弁４４と、を含み、該弁は、壁部３
２に組み込まれ、電気回路区画３４の内部３６から該電
気回路区画の外部５８へと延在する弁通路４８を定義す
る、弁筺体４６と、弁筺体４６のなかに少なくとも部分
的に可動に配置され、弁通路４８が略閉じられた第１の
位置と、該弁通路が略開いた第２の位置と、の間で変位
可能な、弁部材５２と、を含む。弁部材５２は、該弁が
水に挿入されたときに、水により誘導される動作を通し
て該第１の位置へと動き、該弁が水から取り除かれたと
きに、該第２の位置へと動くように構成される。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　洗浄可能部分を含む台所用電気機器であって、前記洗浄可能部分は、
　全体として封止された電気回路区画を定義する少なくとも１つの壁部と、
　前記電気回路区画のなかに配置された電気回路と、
　弁と、
を含み、前記弁は、
　前記少なくとも１つの壁部に組み込まれ、前記電気回路区画の内部から前記電気回路区
画の外部へと延在する弁通路を定義する、弁筺体と、
　前記弁筺体のなかに少なくとも部分的に可動に配置され、前記弁通路が略閉じられた第
１の位置と、前記弁通路が略開いた第２の位置と、の間で変位可能な、弁部材と、
を含み、前記弁部材は、前記弁が水に挿入されたときに、水により誘導される動作を通し
て前記第１の位置へと動き、前記弁が水から取り除かれたときに、前記第２の位置へと動
くように構成された、台所用電気機器。
【請求項２】
　前記洗浄可能部分は、調理台又は更なる機器の部分の上に前記洗浄可能部分が置かれる
通常の利用方向を持ち、前記通常の利用方向において、前記少なくとも１つの壁部が、前
記電気回路区画の底壁を定義し、前記底壁が前記弁を組み込む、請求項１に記載の台所用
電気機器。
【請求項３】
　前記弁部材は、前記弁筺体のなかで可動に配置された浮揚体を含む、請求項２に記載の
台所用電気機器。
【請求項４】
　前記弁は、前記機器が少なくとも前記通常の利用方向において保持されたときに、前記
弁を水に挿入したときに、前記浮揚体が前記水の上に浮き第１の位置を占有しい、前記弁
を水から取り出したときに、前記浮揚体が重力によって第２の位置まで戻される、請求項
３に記載の台所用電気機器。
【請求項５】
　前記少なくとも１つの壁部は更に、前記通常の利用方向において、前記底壁よりも高く
配置される上壁を定義し、
　前記上壁は、前記電気回路区画の内部から前記電気回路区画の外部への経路の少なくと
も一部を定義する通気路を含む、請求項２乃至４のいずれか一項に記載の台所用電気機器
。
【請求項６】
　前記経路に配置され、前記電気回路区画の内部と前記電気回路区画の外部との間で、液
体の水の交換を防止し、湿った空気の交換を許容する、半透水性の封止部を更に有する、
請求項５に記載の台所用電気機器。
【請求項７】
　前記半透水性の封止部はラビリンスシールである、請求項６に記載の台所用電気機器。
【請求項８】
　前記弁は、１０秒間の水への浸漬に対して５グラム以下、好適には１０秒間の水への浸
漬に対して４グラム以下という、水の漏れ率を持つ、請求項１乃至７のいずれか一項に記
載の台所用電気機器。
【請求項９】
　前記機器は液体加熱機器であり、前記電子回路は電気加熱素子を有する、請求項１乃至
８のいずれか一項に記載の台所用電気機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、安全に洗浄されることができる台所用電気機器に関し、特にケトル、温水ジ
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ャグ、又はスタンドアロン型のミルク泡立て器のような、液体加熱機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　台所用電気機器、特に液体の食品を処理することを意図されたものは、食品の処理の間
、又はその後に水で該機器が洗浄されるときに、当然ながら液体と接触し得る。液体にさ
らされることは、該機器への水分の進入に容易に導き、該機器の電気部品の適切な動作に
影響を及ぼし得る。該機器の適切で安全な動作を確実にするための一方法は、電気部品を
防水の電気回路区画に封止することである。しかしながら、少なくとも経済的に採用可能
な封止構造が利用される場合には、該機器の寿命に亘って、該区画の水密性を保証するこ
とは極めて困難である。更に、不完全に防水性とされた電気回路区画は、水分が進入して
脱出できないという危険を呈する。その結果、時間とともに水分が該区画内に蓄積し、電
気部品が或るレベルの水分への暴露に耐えるように設計されている場合であっても、最終
的には該電気回路の故障を引き起こし得る。
【０００３】
　電気機器に水が進入することを防ぎ、それにもかかわらず該機器に進入してしまった水
を該機器から排出することを可能とするため、英国特許出願GB2,441,628（Fumagalliによ
る）は、機器の洗浄可能な部分の基部に弁手段を配置することを提案している。該弁手段
は、洗浄可能部分を支持面又は更なる機器部分に配置することにより開かれ、該機器が洗
浄のため斯かる支持面又は更なる機器部分から持ち上げられ又は取り外されたときに閉じ
られるように構成される。
【０００４】
　英国特許出願GB2,441,628は基本的に、弁手段の２つの代替実施例を開示している。第
１の実施例においては、該弁手段は、洗浄可能部分の基部における開口を選択的に開き及
び閉じ、当該開口を通って部分的に突出する、ばね付勢された部材を有する。従って、該
洗浄可能部分が面の上に置かれたとき又は該機器の他の部分に置かれたとき、該部材はば
ね付勢に抗して押し上げられ、該弁手段を開く。該機器に閉じ込められた水は斯くして、
洗浄の後に該洗浄可能部分が置かれるとすぐに、排出される機会を得る。第２の実施例に
おいては、該ばね付勢された部材は、該基部に置かれ、該機器の別の部分（例えば電源ベ
ース）における適切な栓部により開かれるように構成され、ここで該栓部は、該洗浄可能
部分が例えば台所の作業面にではなく使用のための機器に配置されたときに、該部材に接
触する。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　英国特許出願GB2,441,628により開示された実施例は、幾つかの欠点を持つ。例えば、
第１の実施例の欠点のひとつは、洗浄可能部分の基部が使用の間に汚れたとき、及びユー
ザが該基部を洗浄のため水に浸したときに、顕在化し得る。斯かる場合、ユーザは、部分
的に水で満たされた洗い桶の底又は側壁に対して、洗浄可能部分の基部を意図せずに押し
付け、それぞれの壁部に、ばね付勢に抗して弁部材を押し戻させ、弁手段を開かせてしま
い得る。このことは次いで、水の急速な流入に導き得る。水に浸された弁部材に対して水
によって掛けられる力がばね力に勝り、弁を開いてしまう場合にも、同じことが生じ得る
。第２の実施例に関連する欠点は、２つの部分から成る機器を必要とする点である。即ち
、洗浄可能部分の他に、弁を開くための栓部を提供する部分が存在する必要がある。コー
ドレス機器において２つの部分から成る設計は一般的ではあるが、全ての機器が当該カテ
ゴリに属するわけではない。加えて、洗浄可能部分が実際に栓部を提供する部分に配置さ
れたときにのみ弁が開かれ、該栓部を提供する部分から該洗浄部分が離れている時間は、
該機器の内部を乾燥させるために利用されないままである。両方の実施例に共通する他の
欠点は、弁手段が少なくとも３つの部分、即ち可動弁部材、弾性付勢手段（例えばばね）
、及び弁部材により開閉されるべき通路を定義し付勢部材の接触点を提供する弁筺体から
成るという点である。
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【０００６】
　本発明の目的は、本分野において知られた機器に関連する上述した欠点の１つ以上を克
服又は軽減する電気機器を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の第１の態様は、洗浄可能部分を含む台所用電気機器に向けたものである。該洗
浄可能部分は、全体として封止された電気回路区画を定義する少なくとも１つの壁部と、
前記電気回路区画のなかに配置された電気回路（例えば電源又は印刷回路基板）と、を含
む。前記洗浄可能部分は更に、弁を含む。前記弁は、前記少なくとも１つの壁部に組み込
まれ、前記電気回路区画の外部から前記電気回路区画の内部へと延在する弁通路を定義す
る、弁筺体と、前記弁筺体のなかに少なくとも部分的に可動に配置され、前記弁通路が略
閉じられた第１の位置と、前記弁通路が略開いた第２の位置と、の間で変位可能な、弁部
材と、を含む。前記弁部材は、前記弁が水に挿入されたときに、水により誘導される動作
を通して前記第１の位置へと動き、前記弁が水から取り除かれたときに、前記第２の位置
へと動くように構成される。
【０００８】
　開示される台所用機器は、（英国特許出願GB2,441,628におけるように）支持面に置か
れたか更なる機器の部分に対して置かれたかに依存してではなく、特定の液体の水への挿
入又は斯かる水への暴露に依存してのみ開閉される弁によって封止された電気回路区画を
備えた、洗浄可能部分を含む。従って、該弁は、水で満たされた洗い桶に沈められたとき
に、該洗い桶の壁に押し付けられているか否かにかかわらず、閉じる。同じ理由により、
該弁は、一体型機器（典型的にはコード付き）でも、二体型機器（典型的にはコードレス
）でも、同様に適用され得る。例えば電源ベースの形をとる更なる機器部分の存在は、該
弁の状態に対して重要ではない。
【０００９】
　該台所用機器の一実施例においては、前記電気回路区画の少なくとも１つの壁部は、前
記区画の底壁を定義し、前記弁は、前記底壁に組み込まれる。斯かる実施例においては、
該「底壁」は、洗浄可能部分の通常の利用方向に対して定義され、当該方向において動作
のため一般に水平の調理台又は更なる機器部分の上に配置されるよう構成される。
【００１０】
　該電気回路区画の底壁に弁を備えることは、排水が可能とされるときに開く弁通路を介
して、該区画に溜まった液体の水を重力が効率的に排出することを可能とする。
【００１１】
　該弁の前記弁部材は、水への挿入に適切に応答することを確実にするため、種々の態様
で構成され得る。
【００１２】
　一実施例においては、水に挿入されたときに膨張するように構成された、変形可能な、
吸水弁部材が利用されても良い。該弁部材は、弁通路内に配置され（例えばケージに入れ
られる）ても良く、（ｉ）乾燥状態において該弁通路を完全には遮断しないように十分に
小さく、（ii）湿潤状態において外側面が該弁通路の壁と封止状に接触するよう動かされ
該通路を閉じるような寸法とされても良い。斯かる吸水性弁部材をつくるための材料は、
例えばポリアクリル酸（ナトリウム）のような、吸水性高分子を含む。この種の弁構造の
欠点は、吸水性弁部材が水から引き抜かれた後に、水分を蒸発させるのにかなりの時間が
かかり得る点である。それ故、かなり長い時間の間、膨張した状態のままとなり、弁通路
を介した電気回路区画からの水の排水を不可能とし得る。
【００１３】
　この問題を克服するため、該台所用機器の好適な代替実施例は、弁筺体のなかに可動に
配置された浮揚体を含む弁部材を利用する。該弁は好適には、少なくとも該機器が通常の
利用方向で保持される場合に、該弁を水に挿入したときに、該浮揚体が該水の上に浮き、
第１の弁通路遮断位置を占有し、水から該弁を取り出したときに、重力によって第２の弁
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通路流通位置に戻されるように構成される。
【００１４】
　該浮揚体は好適には、水を吸収せず、又は吸水時に変形しないように構成され得るため
、比較的低速な蒸発の過程により当該水を失う必要がない。その代わり、それぞれ水に挿
入されたとき又は水から取り出されたときに、第１の位置と第２の位置との間で即座に切
り替わり得る。斯くして該弁は、変化する状況に対して迅速に反応し得る。英国特許出願
GB2,441,628に開示された弁に対する更なる利点は、該弁が、２つよりも多い部分（例え
ば弁筺体と可動部材）を有さない構造的に単純で経済的な設計を持ち得、斯くして該弁の
閉位置に該弁部材を付勢する弾性要素が省略され得る点である。
【００１５】
　該台所用機器の幾つかの実施例においては、該電気回路区画の少なくとも１つの壁、よ
り具体的には該区画により定義される底壁が、弁通路に水（液体）を向けるように構成さ
れても良い。このことは例えば、弁通路に合致する最低点に導く傾斜した集水面又は複数
の水路／溝を、該壁によって定義させることにより実現されても良い。
【００１６】
　しかしながら、電気回路区画に備えられた電子部品間の領域、及び／又は弁通路に適切
に排水しないその他の場所においても、水がとらわれ得る。これらの位置からも水が取り
除かれることを確実にするため、ここで開示される台所用機器の改善例は、電気回路区画
の少なくとも１つの壁が更に、洗浄可能部分の通常の利用方向において、底壁よりも高く
配置された上壁を定義するようにする。該上壁は、電気回路区画の外部から内部電気回路
空間への経路の少なくとも一部を定義する、通気路を含む。明確さのため、「上壁」なる
語は、底壁の上に配置された電気回路区画の上壁を必ずしも意味しないことに留意された
い。該語は、洗浄可能部分の通常の利用方向において、より高い垂直方向位置／より大き
な垂直方向座標において配置された、電気回路区画の壁部分として解釈されるべきである
。
【００１７】
　該弁通路はそれだけで該弁通路が開いているときにはいつでも（即ち該機器が動作中で
あっても動作中でなくても）該電気回路区画から液体状態の水を排出し得るが、該弁通路
と該通気路との組み合わせは協働して、主に該機器の動作の間、気化させられた水を排出
する。動作の間、該電気回路区画のなかの電気回路は、熱を生成し、放熱する。このこと
は、該電気回路区画のなかの空気の温度を上昇させ、同時にそこにとらわれている水の気
化を引き起こすこととなる。気化させられた水を排出するため、（下部にある）弁通路と
（上部にある）通気路とがあわせて、温かく上昇する湿った空気が該通気路を介して放出
されることを可能とし、同時に比較的冷たい乾いた空気が該弁通路を介して環境から引き
入れられることを可能として、循環を維持する、煙突の端部を模倣する。
【００１８】
　とりわけ該機器の洗浄の間の、該通気路を介した該電気回路区画への水の進入を防ぐた
め、該機器は好適には、該電気回路区画の外部から内部電気回路区画空間への経路に配置
された半透水性の封止部を含んでも良い。該半透水性の封止部は、前記経路を介した湿っ
た空気の交換を可能としつつ、液体の水の交換を防止又は妨害するように構成されても良
い。
【００１９】
　該機器の一実施例においては、該半透水性の封止部は、半透水性膜の形で備えられても
良い。斯かる膜は本分野において知られているが、典型的には比較的高価で脆弱であり得
る。該機器の好適な実施例においては、該半透水性の封止部は代替として、上述経路の狭
く曲がりくねった部分を提供する、経済的に製造可能で耐性の高いラビリンスシール（la
byrinth seal）であっても良い。
【００２０】
　以上から、電気回路区画への少量の水の進入が通常、該機器を損傷させたりユーザに対
する安全性についての危険を引き起こしたりしないことが明らかであろう。有害となり得
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るものは、特に時間経過に伴う大量の水の進入及び／又は水の蓄積である。それ故、該弁
及び／又はラビリンスシールは好適には、洗浄の間における該電気回路区画への大量の水
の急激な流入が防止されるように設計されても良い。この目的のため、該弁及び／又はラ
ビリンスシールは、１０秒間の水への浸漬に対して５グラム以下、好適には１０秒間の水
への浸漬に対して４グラム以下という、水の漏れ率を持つように構成されても良い。
【００２１】
　該機器の動作の間、電気回路区画を通り空気を循環させることにおける該弁通路と該通
気路との間の協働は、該電気回路区画の空間内の熱の生成に依存する。それ故、本発明は
、電気回路が電気加熱素子（例えば抵抗加熱器）を有するような台所用電子機器に対して
、特に有用である。斯かる加熱素子は、好適には少なくとも０．２５ｋＷという著しい発
熱能力を持つものであり、典型的には例えばケトル、温水ジャグ、又はスタンドアロン型
のミルク泡立て器のような、台所用液体加熱機器において見出される。
【００２２】
　本発明のこれらの及びその他の特徴及び利点は、本発明を説明するものであって本発明
を限定するものではない添付図面と共に示される本発明の特定の実施例の以下の詳細な説
明から、より完全に理解されるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】コードレスの洗浄可能部分及びコード付きの更なる部分を有する、本発明による
台所用電気機器の実施例の模式的な斜視図である。
【図２】弁を組み込んだ洗浄可能部分の底壁を特に図示する、図１に示された機器の洗浄
可能部分の模式的な断面側面図である。
【図３】図１及び２に示された洗浄可能部分の底壁に含まれる弁の２つの断面側面図を示
し、左側の図は開位置における弁を示し、右側の図は閉位置における弁を示す。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　図１は、本発明による台所用電気機器１、より具体的には温水ケトルの実施例の、模式
的な斜視図である。該機器１は、ジャグの形をとるコードレスの洗浄可能部分２０を有し
ても良く、該洗浄可能部分２０は電源ベース１２の形をとるコード付きの更なる部分１０
と着脱可能に接続可能である。動作の間、洗浄可能部分２０は、２つの部分１０及び２０
がコネクタ４２（該コネクタの洗浄可能部分の一部は図２に示される）を介して電気的に
接続されるように、更なる部分１０の電源ベース１２の上に置かれることができる。電源
ベース１２は次いで、電源コード１４を介して主電源に接続されても良く、これにより電
源ベース１２及び洗浄可能部分２０に収容されたいずれかの電気回路が電源供給されるこ
とができる。
【００２５】
　図２は、台所用機器１の洗浄可能部分２０を、断面側面図で模式的に示す。洗浄可能部
分２０は、略管状又はジャケット型の側壁２２を含んでも良く、該側壁２２の外側は、手
動による取り扱いを容易化するためのハンドル２８と嵌合されていても良い。中に溜めら
れた液体を注ぎだすことを容易化するための注ぎ口２６を含む内側ジャグ３０は、管状の
側壁２２により定義される上側開口に部分的に挿入されることができ、このとき当該上側
開口は略封止される。管状の側壁２２により定義される反対側の下側開口は、底板又はサ
ブベース３２により略閉じられても良い。側壁２２、内側ジャグ３０、及び底板３２はあ
わせて、内側の電気回路区画の空間３６を有する全体的に封止された電気回路区画３４を
定義する壁部を形成し得る。本明細において使用される「全体的に封止された区画」との
語句は、電気回路区画３４の内部３６と外部５８との間の流体の自由な交換を容易化する
ように設計された、以下に説明される弁通路４８及び通気路５４を除き、定義する壁がい
ずれの開口をも含まない区画を意味することを意図していることに留意されたい。
【００２６】
　電気回路区画３４は、１つ以上の電気部品の形で電気回路を収容しても良い。機器１の
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図示された実施例においては、電気回路区画３４はとりわけ、電気抵抗型加熱器３８、印
刷回路基板（ＰＣＢ）４０、及び電源コネクタ４２の内側部分を収容する。ＰＣＢ４０は
、加熱器３８の動作を制御するための温度調節制御ユニットを有しても良く、該加熱器３
８に電気的に接続されていても良い。電力は、電源ベース１２から、電源コネクタ４２を
介して、ＰＣＢ４０及び加熱器３８へと供給されても良い。電源コネクタ４２は３６０°
型コネクタであっても良く、該コネクタの一部が、底板３２の中央部に封止的に一体化さ
れていても良く、図１に示されるように洗浄可能部分２０が電源ベース１２の上に置かれ
たときに電源ベース１２の上側中央部分に備えられた咬合型コネクタ部分と電気的接触を
なすように構成されても良い。
【００２７】
　電気回路区画３４に溜まった液体の水の排出を可能とするため、底板３２は弁４４を備
えても良い。図１乃至２の実施例に含まれる弁４４は、図３の断面側面図においてより詳
細に示されており、ここで左側の図は開位置における弁４４を示し、右側の図は閉位置に
おける弁４４を示す。
【００２８】
　弁４４は、電気回路区画３４の内部３６から洗浄可能部分２０の外部環境５８へと延在
する細長い弁通路４８を定義する、略管状の弁筺体４６を含んでも良い。弁筺体４６は、
第１の（下部）軸部分４６ａ及び第２の（上部）軸部分４６ｂを有しても良く、第１の軸
部分４６ａと第２の軸部分４６ｂとの間の遷移部は、連続的な接線方向の又は円周方向の
狭窄部５０、即ち隣接する第１及び第２の軸部分４６ａ、４６ｂの内径よりも小さな内径
を持つ軸方向弁通路部分によりマークされても良い。
【００２９】
　弁４４は更に弁部材５２を含んでも良く、該弁部材５２の少なくとも一部は、弁通路４
８が略閉じられる第１の位置と、弁通路４８が略開かれる第２の位置と、の間で変位可能
なように、弁筺体４６のなかに可動に配置される。この目的のため、弁部材５２は、中空
の球の形をとる浮揚体５２ａを含んでも良い。弁部材５２は更に、矢印の形をとるアンカ
ー５２ｂを含んでも良く、ここで該矢印は、矢印軸と該矢印軸に接続された矢先とを持ち
、浮揚体５２ａの外面に装着され、浮揚体５２ａの中心から離れる方向を指す。浮揚体５
２ａは、弁通路４８の第１の軸部分４６ａの内径よりも小さく狭窄部５０の内径よりも大
きな外径を持っても良い。同様に、アンカー５２ｂの矢先は、弁通路４８の第２の軸部分
４６ｂの内径よりも小さく狭窄部５０の内径よりも大きな外径を持っても良い。第１の軸
部分４６ａの内径は、図示されるように第２の軸部分４６ｂの内径よりも小さくても良い
が、このことは必須ではない。弁４４の組み立ての際、弁部材５２は、アンカーを最初に
して、弁通路４８に押し込まれても良い。アンカー５２ｂの矢先が狭窄部５０に遭遇する
と、該狭窄部５０を通過するため該矢先は僅かに内側に撓み、次いで元に戻って広い構成
となり、弁筺体４６から弁部材５２が抜けることを防いでも良い。
【００３０】
　機器１の動作中、弁４４は水の外にある。このとき、重力が弁部材５２を押し下げ、図
３の左側の断面側面図に示されるように、該弁部材５２を第２の位置に動かす。当該位置
において、弁通路４８は遮断されず、電気回路区画空間３６と外部５８との間の流通が容
易化される。弁筺体４６の狭窄部５０は、アンカー５２ｂの矢先のための停止部及び支持
部として機能し得、重力が弁部材５２を弁筺体４６から引き抜くことを防ぐ。該機器が洗
浄されているときには、弁４４は水に浸される。このとき、浮力が重力に打ち勝って弁部
材５２を押し上げ、浮揚体５２ａを狭窄部５０と封止的に接触させる。図３の右側の断面
図を参照されたい。このことは、弁通路４８を略遮断し、外部５８から電気回路区画空間
３６への水の進入を防ぐ。
【００３１】
　水による浮力が常に上方に作用するという事実の結果、機器１が通常の（直立した）使
用方向で水に浸漬されるときに、弁４４が最も好適に機能することが理解されるであろう
。機器１が直立方向から９０°以下だけ逸脱した傾斜方向で浸漬された場合には、許容可
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能な封止レベルが依然として得られる。それ故、弁４４は、該機器の逆さまの浸漬が実際
上不可能である、比較的浅い水で満たされた洗い桶における通常の洗浄の間の水の進入を
防ぐために適切であると考えられる。
【００３２】
　幾つかの実施例においては、弁部材５２が、弁通路４８を完全には封止せず、洗浄の間
に浸漬されたときに、幾分かの水が電気回路区画空間３６へと浸み込むことを可能として
も良い。しかしながら、典型的な洗浄時間を仮定すると、弁４４の漏れ率が過度に大きく
ない限りは、このことは問題とはならない。実用的な目的のため、弁４４は好適には、１
０秒間の水への浸漬に対して５グラム以下、更に好適には１０秒間の水への浸漬に対して
４グラム以下という、漏れ率を持つように構成されても良い。斯かる漏れ率を持つ弁は経
済的に製造可能であり、機器の洗浄可能性と機器の信頼性／フィールドコールレートとの
間の適切なトレードオフを提供する。
【００３３】
　上述したように、洗浄又はその他によって電気回路区画３４に進入する水は、該区画か
ら弁４４の弁通路４８を介して排出され得る。斯かる液体の水の排出は、洗浄可能部分２
０が通常の利用方向にあり（弁４４が電気回路区画３４の下部位置に位置している）、弁
通路４８が遮断されていないときにはいつでも行われ得る。弁４４を介した水の排出を促
進するため、該電気回路区画の壁部、より具体的には該区画により定義される底壁３２が
、弁通路４８に（液体の）水を向けるように配置されても良い。このことは例えば、弁通
路に合致する最低点に導く傾斜した集水面又は複数の水路／溝を、該壁によって定義させ
ることにより実現されても良い。
【００３４】
　しかしながら、傾斜した集水面が備えられた場合であっても、該電気回路区画のなかに
溜まった全ての水が弁４４を介して排出はされないことが起こり得る。例えば、電気回路
区画に備えられた電子部品間の領域、及び／又は弁通路に適切に排水しないその他の場所
においても、水がとらわれ得る。これらの位置からも水が排出されることを確実にするた
め、電気回路区画３４の少なくとも１つの壁が更に、機器１が通常の利用方向にあるとき
に電気回路区画３４の底壁よりも高く配置された電気回路区画３４の上壁２２が、電気回
路区画空間３６の内側から電気回路区画３４の外部５８への経路の少なくとも一部を定義
する通気路５４を備えても良い。機器１の動作の間、通気路４８は、以下のように弁通路
４８と協働してとらわれた水を排出する。
【００３５】
　機器１の動作の間、加熱器３８は、内側ジャグ３０の内容液体を主に加熱するため、熱
を発生し放熱する。発生した熱の一部は電気回路区画３４の内部３６へと放散するが、他
の電気部品及び該内部にある空気の温度を上昇させる。電気回路区画３４の中の温度が高
くなると、排出できない位置にとらわれた液体の水の急速な気化に導くこととなる。その
結果の電気回路区画３４内の温かい湿った空気が上昇し、通気路５４を介して電気回路区
画３４の内部３６から脱出することを可能とされる。同時に、該機器の外部環境５８から
の比較的冷たく乾いた空気が、開いた弁通路４８を通って引き込まれ、湿った空気の排出
循環を維持する。
【００３６】
　とりわけ機器１の洗浄の間の、通気路５４を介した電気回路区画３４への水の進入を防
ぐため、機器１は好適には、電気回路区画３４の内部３６から該電気回路区画３４の外部
５８へと通気路５４が提供する経路において、通気路５４内に又は通気路５４に隣接して
配置された、半透水性の封止部５６を含んでも良い。図示された実施例においては、半透
水性の封止部５６は、経済的に製造可能であり耐性の高いラビリンスシール５６の形で備
えられる。封止部５６は、水が容易に通過して電気回路区画３４の内部３６に進入するこ
とができない狭く曲がりくねった通路を提供するが、電気回路区画３４の内部３６から機
器１の外部への湿った空気の排出は可能とする。
【００３７】
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　本発明の実施例が、一部添付図面を参照しながら、以上に説明されたが、本発明はこれ
ら実施例に限定されるものではないことは、理解されるべきである。図面、説明及び添付
される請求項を読むことにより、請求される本発明を実施化する当業者によって、開示さ
れた実施例に対する他の変形が理解され実行され得る。本明細書を通して、「一実施例」
とは、当該実施例と組み合わせて記載される特定の特徴、構成又は特性が、本発明の少な
くとも１つの実施例に含まれることを意味する。従って、本明細書の各所における「一実
施例において」なる語句の出現は、必ずしも全てが、同一の実施例を参照しているわけで
はない。更に、１つ以上の実施例の特徴、構成又は特性が、いずれかの適切な態様で組み
合わせられ、新たな、明示的に記載はされていない実施例を形成しても良い。

【図１】 【図２】

【図３】
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